
介護保険特別会計 
 

１．介護保険制度 

介護保険制度は、高齢者の暮らしを社会全体で支え合う仕組みであり、介護が必要になっても地域で安心して

暮らしていけることを目指すとともに、いつまでも自立した生活を送れるよう支援するために、平成１２年度に

創設され、その後、幾度かの制度改正を重ねつつ、今日に至っている。 

  平成２７年度においては、団塊の世代が７５歳以上となる平成３７年度を目途に、高齢者が住み慣れた地域で

生活を継続できるようにするための「地域包括ケアシステムの構築」と、介護保険制度の持続可能性を高めるた

めの「費用負担の公平化」を柱として、大規模な改正が実施された。 

  地域包括ケアシステム構築に向けては、「在宅医療・介護連携の推進」、「認知症施策の推進」、「地域ケア会議の

推進」、「生活支援の充実・強化」など地域支援事業の充実が行われるとともに、介護予防・日常生活支援総合事

業の創設や特養新規入所者の重度化が図られた。 

  一方、費用負担の公平化としては、低所得者の保険料軽減を拡充するとともに、保険料上昇をできる限り抑え

るため、一定以上の所得のある利用者の自己負担を２割への引き上げや、施設利用者の食費・居住費を補填する

「補足給付」の要件に資産などが追加されるなど、所得や資産のある人の利用者負担の見直しが図られた。 

 

２．介護保険事業計画 

  介護保険事業計画は、介護保険の保険給付を円滑に実施するため各自治体が策定する計画であり、３年毎に見

直し、サービス供給量・給付費と介護保険料を設定する。本市では、他の高齢者に関する計画と併せて策定する

ことにより、高齢者保健福祉事業の全体像を示す計画としている。 

  「第６期河内長野市高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画」（平成２７～２９年度）では、「長寿社会を支

える仕組みをつくる」、「健やかで安心できる暮らしを支援する」、「生きがいとふれあいに満ちた暮らしづくりを

支援する」の３つを基本理念とし、その実現に向け施策の推進に努めることとしている。 

 

３．財源構成（第６期事業計画期間） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内訳 
介護給付費 地域支援事業費 

居宅給付 施設給付 介護予防事業 包括・任意事業 

第１号被保険者 22.0％ 22.0％ 22.0％ 

第２号被保険者 28.0％ 28.0％ ― 

国 
調整交付金 5.0％ ― ― 

負担金・交付金 20.0％ 15.0％ 25.0％ 39.0％ 

府 負担金・交付金 12.5％ 17.5％ 12.5％ 19.5％ 

市 負担金・交付金 12.5％ 12.5％ 19.5％ 



一般管理事業                            

１．介護保険事業の適正運営 

持続可能な介護保険制度の構築は、介護保険制度の信頼感を高める上で不可欠である。 

そのため将来にわたって介護が必要な人が安心して適切なサービスを受けられるよう、介護保険制度の適切な

運営に努めた。 

 

 主な支出項目 

  ・介護保険システム機器使用料                ９，６７７，１６０円 

  ・介護保険処理システム委託料（システム改修費含む）    ２１，９２２，９２０円 

  ・通信運搬費（各種郵送料など）               ２，４１３，２１９円 

 

介護福祉事業                               

１．社会福祉法人による利用者負担軽減助成事業 

低所得で生計が困難である者について、介護保険サービスの提供を行う社会福祉法人等が、その社会的な役割

に鑑み、利用者負担を軽減することにより、介護保険サービスの利用促進を図った。 

 

(1)軽減の割合 

利用者負担額（介護サービス利用料自己負担額、食費、居住費（滞在費）、宿泊費）の原則４分の１（老齢福

祉年金受給者は２分の１、生活保護受給者の個室の居住費（短期入所生活介護の滞在費を含む。）については全

額を軽減。 

(2)対象事業 

介護福祉施設サービス、訪問介護、通所介護、短期入所生活介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

夜間対応型訪問介護、認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

(3)軽減対象者 

市町村民税世帯非課税であって、その者の収入や世帯の状況、利用者負担等を総合的に勘案し、生計が困難な

者として本市が認めた被保険者 

(4)本市の対象者 

対象事業実施法人 １１法人 

対象者  ６名 

助成金  33,000 円 

 

賦課徴収事業                               

１．賦課徴収事業 

介護が必要な高齢者とその家族を社会全体で支えていくために必要な財源を確保するため、第 1 号被保険  

者の介護保険料を賦課し徴収した。 

(1)年間保険料 

平成２７年度については、第６期介護保険事業計画（平成２７～２９年度）の初年度として、高齢者が住み

慣れた地域で安心して暮らせるよう適正な介護保険事業の運営に努めた。年間保険料額は、安定的な財政運営

を実施していくために、負担能力に応じた負担割合とする考えに基づき、第５期における高所得層である第８

段階を、３階層に区分し全１１段階としている。 



 

段階区分  対象者 
介護保険料の 

計算式 

介護保険料額 

（年額） 

第１段階 

生活保護の受給者 

市民税非課税世帯に属する老齢福祉年金受給者 

世帯全員市民税非課税で、課税年金収入額と合計所得金額

の合計額が 80 万円以下の人 

基準額×0.45 30,888 円 

第２段階 
世帯全員市民税非課税で、課税年金収入額と合計所得金額

の合計額が 80 万円超え 120 万円以下の人 
基準額×0.70 48,048 円 

第３段階 
世帯全員市民税非課税で、課税年金収入額と合計所得金額

の合計額が 120 万円を超える人 
基準額×0.75 51,480 円 

第４段階 
市民税課税世帯に属する本人市民税非課税で課税年金収

入額と合計所得金額の合計額が 80 万円以下の人 
基準額×0.85 58,344 円 

第５段階 
市民税課税世帯に属する本人市民税非課税で課税年金収

入額と合計所得金額の合計額が 80 万円を超える人 
基準額 68,640 円 

第６段階 本人が市民税課税で合計所得金額が 125 万円未満の人 基準額×1.10 75,504 円 

第７段階 
本人が市民税課税で合計所得金額が125万円以上200万円

未満の人 
基準額×1.25 85,800 円 

第８段階 
本人が市民税課税で合計所得金額が200万円以上400万円

未満の人 
基準額×1.50 102,960 円 

第９段階 
本人が市民税課税で合計所得金額が400万円以上600万円

未満の人 
基準額×1.70 116,688 円 

第 10 段階 
本人が市民税課税で合計所得金額が600万円以上800万円

未満の人 
基準額×1.80 123,552 円 

第 11 段階 本人が市民税課税で合計所得金額が 800 万円以上の人 基準額×1.90 130,416 円 

 

(2)保険料の収納状況 

保険料は、これからの高齢化社会を支える介護保険制度を円滑に運営するための貴重な財源である。 

このため、お知らせ文書の送付等により、第１号被保険者の理解を得るとともに保険料の未納者に対し、文書

催告・電話催告・戸別訪問を実施し保険料の収納に努めた。 

 

区 分 調定額 収納額 収納率 

特 別 徴 収 2,055,754,294 円 2,055,754,294 円 100.00％ 

普 通 徴 収 204,921,352 円 187,795,859 円 91.64％ 

合 計 2,260,675,646 円 2,243,550,153 円 99.24％ 

 

(3)保険料の還付支払 

 介護保険料還付金のうち、年度内に還付できなかった過年度分の過誤納金を対象者に還付・充当した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項 目 件 数 金 額 

保険料還付 245 件 1,967,175 円 

保険料充当 0 件 0 円 

計 245 件 1,967,175 円 



介護認定審査会事業                         

１．介護認定審査会事業 

被保険者が、介護保険給付の対象となる要介護・要支援状態にあるかどうか、あるとすればどの程度であるか

といった判定を行うことが要介護認定であり、被保険者からの要介護・要支援認定申請に基づく認定調査の一次

判定結果及び特記事項、主治医意見書により、対象者が適切なサービス受けられるよう要介護・要支援の審査及

び判定を公平・公正に行った。 

 

 (1)介護認定審査会の設置 

介護保険事業の円滑な実施を図ることを目的として、審査・判定の実務を行う合議体を 10 合議体設置し、保

健・医療・福祉の学識経験者計４０名を委員として任期を２年と定め任命している。 

 

 (2)介護認定審査会の開催 

認定調査員が、訪問・面接して認定調査を行うとともに、主治医の意見を求め、要介護状態区分等に関する審

査・判定を実施した。 

①認定審査会開催数及び審査件数    ２３８回    ６，６９４件 

    ②主な支出項目 

      ・介護審査会委員報酬          ２１，１４６，０００円 

      ・認定審査会支援システム賃貸借      ２，５２７，２００円 

 

認定調査等事業                            

１．認定調査事業 

要介護・要支援認定申請者に対し、日常生活動作や問題行動の状況などの認定に必要な調査を実施し、要介護・

要支援認定の公平性を確保した。また、認定調査の公平・公正の観点から、更新申請などの従来の委託調査に加

え、新規申請は市が調査を行った。 

① 認定調査件数 

・市認定調査員による調査          ２,７６９件 

      ・他市に依頼した調査               １７件 

・委託先調査員による調査          ３,９９６件           

     ②主な支出項目 

      ・主治医意見書作成料       ３０,５７９,７０２円 

      ・介護認定調査等業務委託料    １５,１０７,７８６円 

           市内  ２５事業所 

           市外  ６１事業所   計８６事業所 

 

２．要介護（要支援）認定者数 

※平成 28 年 3月 31 日現在、第 2号被保険者含む 

 

 要支援１ 要支援２ 計 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計 合計 

男 389 353 742 420 430 292 242 175 1,559 2,301 

女 1,030 780 1,810 758 757 621 498 489 3,123 4,933 

計 1,419 1,133 2,552 1,178 1,187 913 740 664 4,682 7,234 



地域介護・福祉空間整備事業                     

１．介護施設等の施設開設準備支援 

 地域密着型サービス等の整備を促進するため、下記施設の開設準備経費について、「大阪府介護施設等の整備に関

する事業補助金」（補助率 10/10）の交付を受け、施設に対して補助を行った。 

 

   施設名称      定期巡回・随時対応型訪問介護あかしあ 

   所在地       河内長野市あかしあ台２丁目６－１１ 

   施設の種類     定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

 

補助金名称 補助金額 内容 

介護施設等の施設開設準備 

経費等支援事業 
１０，０２９，１９８円 施設開設時の体制整備を図るための事業費 

 

 

２．認知症対応型グループホームへのスプリンクラー等整備 

 平成２５年に消防法施行令が改正され、認知症対応型グループホーム等の小規模な施設についても、平成３０年

３月までにスプリンクラーの設置が義務付けされたことに伴い、国から「地域介護・福祉空間整備等施設整備交付

金」（補助率 10/10）の交付を受け、未設置の事業所に対して設置費用の補助を行った。 

 

対象施設名称 補助金額 

小規模多機能ホーム千寿 ２，５３８，０００円 

グループホーム老蘇さん ２，０２７，０００円 

サポートハウス藤千代田 １，０４０，０００円 

グループホームはくじゅ ２，０７４，０００円 

合 計 ７，６７９，０００円 

 

   



居宅介護サービス給付                        

１．居宅介護サービス費の支給 

要介護状態となった被保険者の在宅での生活を支援するため、ケアプラン作成や訪問介護・通所介護などの在

宅サービス、住宅改修などの費用について保険給付を行った。 

(1) 居宅介護サービス受給者数 

※平成 28 年 3月 31 日現在 

 

 

 

 

 

 

 (2) 給付費区分別支給件数及び給付額 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．サービス種類別居宅介護サービス費 

要介護認定者が受けた居宅介護サービスに要した費用について、審査を行ったうえで、居宅介護サービス給付

費を支給した。 

 

(1) 支給件数及び給付額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．居宅介護サービス計画給付費の支給 

要介護被保険者が受けた居宅介護支援（ケアプラン作成）に要した費用について、審査を行った上で、居宅介

護サービス計画給付費を支給した。 

 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計 

第１号被保険者 855 921 591 391 259 3,017 

第２号被保険者 10 26 20 17 18 91 

総     数 865 947 611 408 277 3,108 

給付費区分 支給件数 給付額（円） 

居宅介護サービス給付費   ８６，０６１ ４，２３６，８７１，８３９ 

居宅介護サービス計画給付費 ３４，４５４ ５１７，３３３，０６１ 

居宅介護住宅改修費 ３６３ ３７，２２３，００１ 

居宅介護福祉用具購入費 ４３１ １４，２２１，８２３ 

合  計 ― ４，８０５，６４９，７２４ 

サービス種別 支給件数 給付額（円） 

訪問介護 １７，６６１ ９９０，５０６，４２６ 

訪問入浴介護 ５３７ ３３，６４３，３４６ 

訪問看護 ７，０３７ ２７７，４７８，３２９ 

訪問リハビリテーション ７５２ １９，４４０，８１５ 

通所介護 １５，３００ ９８９，５８２，７９４ 

通所リハビリテーション ６，２１１ ４５６，１２９，２４５ 

福祉用具貸与 １９，４８８ ２５２，６９６，７５６ 

短期入所生活介護 ５，７１３ ７６４，９１３，８４５ 

短期入所療養介護 ６４８ ４８，５４５，３６７ 

居宅療養管理指導 １０，９９０ ８８，６６４，８４９ 

特定施設入居者生活介護 １，７２４ ３１５，２７０，０６７ 

合  計 ― ４，２３６，８７１，８３９ 



(1) 支給件数及び支給額 

 

 

 

 

４．居宅介護住宅改修費給付 

  要介護状態となった者等について、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、必要な

住宅改修に係る給付を行い、要介護状態となった被保険者の在宅での生活を支援した。 

 対象工事  

  手すりの取り付け、段差の解消、滑りの防止及び移動の円滑化等のための床材の変更、引き戸等への扉の取替、 

  和式便器から洋式便器等への取替、その他、各工事に付帯して必要な工事 

 

(1) 償還払い支給件数及び支給額 

  利用者が費用の全額を施工業者に支払った後、利用者の払い戻しの申請に対し給付を行った。 

 

 

 

 

(2) 受領委任払い支給件数及び支給額 

  利用者の一時的な経済負担を軽減するため、利用者は施工業者へ費用の１割または２割を支払い、残りを施 

工業者に対し給付を行った。 

 

 

 

 

 

５．居宅介護福祉用具購入費給付 

要介護状態となった者等について、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、必要な

特定福祉用具購入に係る給付を行い、要介護状態となった被保険者の在宅での生活を支援した。 

対象特定福祉用具 

入浴補助用具、腰掛便座、簡易浴槽、自動排泄処理装置の交換可能部品、移動用リフトのつり具の部分 

 

(1) 償還払い支給件数及び支給額 

   利用者が費用の全額を事業者に支払った後、利用者の払い戻しの申請に対し給付を行った。 

(2) 受領委任払い支給件数及び支給額 

  利用者の一時的な経済負担を軽減するため、利用者は事業者へ費用の１割または２割を支払い、残りを事業

者に対し給付を行った。 

 

 

 

 

サービス種別 支給件数 給付額（円） 

居宅介護サービス計画給付費 ３４，４５４ ５１７，３３３，０６１ 

サービス種別 支給件数 給付額（円） 

居宅介護住宅改修費 

償還払い 
２１１ ２３，７８１，２０３ 

サービス種別 支給件数 給付額（円） 

居宅介護住宅改修費 

受領委任払い 
１５２ １３，４４１，７９８ 

サービス種別 支給件数 給付額（円） 

居宅介護福祉用具購入費 

償還払い 
２８４ ９，１５０，０１８ 

サービス種別 支給件数 給付額（円） 

居宅介護福祉用具購入費 

受領委任払い 
１４７ ５，０７１，８０５ 



施設介護サービス給付                        

１．施設介護サービス給付費の支給 

  要介護被保険者のうち、在宅での生活が困難となり、介護保険施設に入所した者に対して、施設介護サービス

費を支給した。 

 (1)施設介護サービス受給者数 

※平成 28 年 3月 31 日現在 

 

(2) 給付費区分別支給件数及び給付額 

 

 

 

 

２．サービス種類別施設介護サービス給付費 

  要介護被保険者が受けた施設サービスに要した費用について、審査を行ったうえで、施設介護サービス費を支

給した。 

(1) 支給件数及び給付額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計 

介護老人福祉施設 2 4 71 120 168 365 

介護老人保健施設 14 49 62 70 52 247 

介護療養型医療施設 1 0 0 7 7 15 

総     数 17 53 133 197 227 627 

給付費区分 支給件数 給付額（円） 

施設介護サービス給付費 ７，６８２ １，９７１，５１０，１３７ 

サービス種別 支給件数 給付額（円） 

介護老人福祉施設 ４，４３７ １，１０９，６８４，２６０ 

介護老人保健施設 ３，０７２ ８０２，５６０，４１１ 

介護療養型医療施設 １７３ ５９，２６５，４６６ 

合  計 ７，６８２ １，９７１，５１０，１３７ 



高額介護サービス費給付                       

１．高額介護サービス費給付 

要介護被保険者が日常生活を営むことができるよう、必要な居宅サービス又は施設サービスに要した介護保険

サービス利用者負担額の合計額が、上限額を超えて高額になったときに費用負担の軽減を行った。 

 

(1) 利用者負担上限額（月額） 

区分 要件 上限額 

第１段階 
生活保護受給者 

15,000 円 
市町村民税非課税世帯に属する老齢福祉年金受給者 

第２段階 
市町村民税非課税世帯に属し、合計所得金額と課税年金収

入額が 80 万以下の者 
15,000 円 

第３段階 市町村民税非課税世帯に属し、第 2段階以外の者 24,600 円 

第４段階 市町村民税課税世帯 37,200 円 

第５段階 現役並み所得者相当の者 44,400 円 

 

 (2)支給件数及び給付額 

 

 

 

 

 (3)受領委任払い件数及び支給額 

 大阪府内の介護保険施設（介護老人福祉施設・介護老人保健施設・介護療養型施設）に入所した施設介護サー

ビス費の利用にかかる自己負担額の支払いが困難な被保険者に対し、介護保険施設へ高額介護サービス費を振替

する高額介護サービス費受領委任払い制度の利用を呼びかけ、一時的な経済負担の軽減に努めた。 

 

 

 

 

地域密着型介護サービス給付                     

１．地域密着型介護サービス費の支給 

要介護被保険者が、その居住する地域において、自身の有する能力に応じ、自立した日常生活を営むことがで

きるよう地域密着型介護サービス費を支給した。 

(1) 地域密着型サービス受給者数 

※平成 28 年 3月 31 日現在 

 

 

 

 

 

 

サービス種別 支給件数 給付額（円） 

高額介護サービス費 １１，３０８ １０９，５９８，８２８ 

サービス種別 支給件数 給付額（円） 

高額介護サービス費受領委任払い ５，７２３ ７２，４１２，１３０ 

 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計 

第１号被保険者 29 64 112 86 55 346 

第２号被保険者 0 1 0 2 1 4 

総     数 29 65 112 88 56 350 



 (2) 給付費区分別支給件数及び給付額 

 

 

 

 

２．サービス種類別地域密着型介護サービス費 

要介護認定者が受けた地域密着型介護サービスに要した費用について、審査を行ったうえで、地域密着型介護

サービス費を支給した。 

(1) 支給件数及び給付額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護予防サービス給付                        

１．介護予防サービス費の支給 

要支援状態となった被保険者の在宅での生活を支援するため、ケアプラン作成や訪問介護・通所介護などの在

宅サービス、住宅改修などの費用について保険給付を行った。 

 

(1) 介護予防サービス受給者数 

※平成 28 年 3月 31 日現在 

 

 

 

 

 

 

(2) 給付費区分別支給件数及び給付額 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．サービス種類別介護予防サービス費 

要支援認定者が受けた介護予防サービスに要した費用について、審査を行ったうえで、介護予防サービス給付

費を支給した。 

 

給付費区分 支給件数 給付額（円） 

地域密着型介護サービス給付費 ４，２６３ ８３０，２８５，８８８ 

サービス種別 支給件数 給付額（円） 

認知症対応型共同生活介護 １，３８１ ３２１，６８４，１７３ 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 １，０４４ ２８０，０８７，８６３ 

認知症対応型通所介護 １，５７７ １７８，９４１，７１６ 

小規模多機能型居宅介護 ２５０ ４８，６１８，２９９ 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 １１ ９５３，８３７ 

合  計 ４，２６３ ８３０，２８５，８８８ 

 要支援１ 要支援２ 計 

第１号被保険者 563 688 1,251 

第２号被保険者 4 4 8 

総     数 567 692 1,259 

給付費区分 支給件数 給付額（円） 

介護予防サービス給付費   １９，１７８ ３８４，２２０，７９０ 

介護予防サービス計画給付費 １４，３４０ ６５，６６５，１９７ 

介護予防住宅改修費 ２９０ ３１，８３３，０５６ 

介護予防福祉用具購入費 １３４ ３，２２０，６７６ 

合  計 ― ４８４，９３９，７１９ 



(1)支給件数及び給付額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．介護予防サービス計画給付費の支給 

要支援被保険者が受けた介護予防支援（ケアプラン作成）に要した費用について、審査を行った上で、介護予

防サービス計画給付費を支給した。 

(1) 支給件数及び支給額 

 

 

 

 

４．介護予防住宅改修費給付 

  要支援状態となった者等について、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、必要な

住宅改修に係る給付を行い、要支援状態となった被保険者の在宅での生活を支援した。 

 対象工事  

  手すりの取り付け、段差の解消、滑りの防止及び移動の円滑化等のための床材の変更、引き戸等への扉の取替、 

  和式便器から洋式便器等への取替、その他、各工事に付帯して必要な工事 

 

(1) 償還払い支給件数及び支給額 

   利用者が費用の全額を施工業者に支払った後、利用者の払い戻しの申請に対し給付を行った。 

 

 

 

 

 

 (2) 受領委任払い支給件数及び支給額 

   利用者の一時的な経済負担を軽減するため、利用者は施工業者へ費用の１割または２割を支払い、残りを施

工業者に対し給付を行った。 

 

 

 

 

 

サービス種別 支給件数 給付額（円） 

介護予防訪問介護 ６，５００ １０７，３０７，８５０ 

介護予防訪問看護 ５６９ １５，４５７，５９１ 

介護予防訪問リハビリテーション １１０ ２，８３５，７２７ 

介護予防通所介護 ６，３６７ １６９，９７６，０９２ 

介護予防通所リハビリテーション １，２７６ ４１，３４５，４８９ 

介護予防福祉用具貸与 ３，６５２ ２６，５３９，３５５ 

介護予防短期入所生活介護 １０６ ２，９８７，６６７ 

介護予防短期入所療養介護 ６ １４８，７３８ 

介護予防居宅療養管理指導 ４２０ ３，０６０，６７４ 

介護予防特定施設入居者生活介護 １７２ １４，５６１，６０７ 

合  計 ― ３８４，２２０，７９０ 

サービス種別 支給件数 給付額（円） 

介護予防サービス計画給付費 １４，３４０ ６５，６６５，１９７ 

サービス種別 支給件数 給付額（円） 

介護予防住宅改修費 

償還払い 
１８５ ２１，８８０，２９７ 

サービス種別 支給件数 給付額（円） 

介護予防住宅改修費 

受領委任払い 
１０５ ９，９５２，７５９ 



５．介護予防福祉用具購入費給付 

要支援状態となった者等について、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、必要な

特定福祉用具購入に係る給付を行い、要支援状態となった被保険者の在宅での生活を支援した。 

対象特定福祉用具 

入浴補助用具、腰掛便座、簡易浴槽、自動排泄処理装置の交換可能部品、移動用リフトのつり具の部分 

 

(1) 償還払い支給件数及び支給額 

  利用者が費用の全額を事業者に支払った後、利用者の払い戻しの申請に対し給付を行った。 

 

(2) 受領委任払い支給件数及び支給額 

  利用者の一時的な経済負担を軽減するため、利用者は事業者へ費用の１割または２割を支払い、残りを事業

者に対し給付を行った。 

 

 

 

 

 

地域密着型介護予防サービス給付                   

１．地域密着型介護予防サービス費の支給 

要支援被保険者が、その居住する地域において、自身の有する能力に応じ、自立した日常生活を営むことがで

きるよう地域密着型介護予防サービス費を支給した。 

 

(1)地域密着型介護予防サービス受給者数 

※平成 28 年 3月 31 日現在 

 

 

 

 

 

 

(2) 給付費区分別支給件数及び給付額 

 

 

 

 

２．サービス種類別地域密着型介護予防サービス費 

要支援認定者が受けた地域密着型介護予防サービスに要した費用について、審査を行ったうえで、地域密着型

介護予防サービス費を支給した。 

 

 

 

サービス種別 支給件数 給付額（円） 

介護予防福祉用具購入費 

償還払い 
７６ １，５８２，７６３ 

サービス種別 支給件数 給付額（円） 

介護予防福祉用具購入費 

受領委任払い 
５８ １，６３７，９１３ 

 要支援１ 要支援２ 計 

第１号被保険者 2 1 3 

第２号被保険者 0 0 0 

総     数 2 1 3 

給付費区分 支給件数 給付額（円） 

地域密着型介護予防サービス給付費 ５３ ３，２１０，１１７ 



(1) 支給件数及び給付額 

 

 

 

 

 

 

 

高額介護予防サービス費給付                     

１．高額介護予防サービス費給付 

要支援被保険者が日常生活を営むことができるよう、必要な介護予防サービスに要した介護保険サービス利用

者負担額の合計額が、上限額を超えて高額になったときに費用負担の軽減を行った。 

(1) 利用者負担上限額（月額） 

  

区分 要件 上限額 

第１段階 
生活保護受給者 

15,000 円 
市町村民税非課税世帯に属する老齢福祉年金受給者 

第２段階 
市町村民税非課税世帯に属し、合計所得金額と課税年金収

入額が 80 万以下の者 
15,000 円 

第３段階 市町村民税非課税世帯に属し、第 2段階以外の者 24,600 円 

第４段階 市町村民税課税世帯 37,200 円 

第５段階 現役並み所得者相当の者 44,400 円 

 

 

(2) 支給件数及び給付額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

サービス種別 支給件数 給付額（円） 

介護予防認知症対応型共同生活介護 ０ ０ 

介護予防認知症対応型通所介護 ２２ １，５７４，０２３ 

介護予防小規模多機能型居宅介護 ３１ １, ６３６，０９４ 

合  計 ５３ ３，２１０，１１７ 

サービス種別 支給件数 給付額（円） 

高額介護予防サービス費 ２２２ ２４７，９５１ 



特定入所者介護予防サービス費給付                  

１．特定入所者介護予防サービス費給付 

介護保険施設等で介護予防短期入所生活介護等を利用した場合、介護費用だけでなく、食費や光熱水費などの

滞在費がかかる。 

低所得者について、負担増により介護予防短期入所生活介護等のサービスが利用できなくなることを避けるた

め、世帯全員が市町村民税非課税等の要件を満たす場合、食費と滞在費の一部について、下表の区分に応じた「負

担限度額」を段階ごとに設定し、この「負担限度額」と実際にかかる食費（基準費用額）及び滞在費との差額を

「特定入所者介護予防サービス費」として支給した。 

 

 (1)負担限度認定者数  

   ※特定入所者介護サービス費給付参照 

(2)給付実績 

サービス種別 支給件数 給付額(円) 

特定入所者介護予防サービス費 ６０ ３３９，４２３ 

 

特定入所者介護サービス費給付                    

１．特定入所者介護サービス給付費 

介護保険施設（短期利用含む）に入所した場合は、介護費用だけでなく、食費や光熱水費などの居住費がかか

る。 

低所得者について、負担増により施設に入所できなくなることを避けるため、世帯全員が市町村民税非課税で

あり、預貯金等が一定額以下である等の要件を満たす場合、食費と居住費の一部について、下表の区分に応じた

「負担限度額」を段階ごとに設定し、この「負担限度額」と実際にかかる食費（基準費用額）及び居住費との差

額を「特定入所者介護サービス費」として支給した。 

 

(1)負担限度額認定者数 ※介護予防（要支援）含む （年度末時点の有効認定者数、単位：人） 

区分 
介護老人 

福祉施設 

介護老人 

保健施設 

介護療養型 

医療施設 

地域密着型介護 

老人福祉施設 

入居者生活介護 

その他 

(短期利用) 
計 

第１段階 15 7 0 0 22 44 

第２段階 172 70 4 40 367 653 

第３段階 50 37 5 11 142 245 

計 237 114 9 51 531 942 

(2)介護老人福祉施設旧措置入所者に係る減額（年度末時点の有効認定者数、単位：人） 

 

 

(3)給付実績 

 

 

 

 

区分 特定負担限度額 

第２段階 1 

計 1 

サービス種別 支給件数 給付額(円) 

特定入所者介護サービス費 ９，６４４ ３１６，５２７，３２３ 



高額医療介護合算給付                        

 

１．高額医療合算介護（予防）サービス費給付 

要介護被保険者が受けた介護保険サービス及び医療に要した費用の合計額が著しく高額であるときは、請求に

より審査をおこなったうえで、高額医療合算介護（予防）サービス費を支給した。 

(1) 支給件数及び給付額 

  

 

 

 

 

 

審査支払手数料                           

１．審査支払手数料 

介護保険給付において、保険者事務を軽減し介護保険事業を円滑かつ効率的に行うため、介護保険サービスに

かかる費用の請求に対する審査・支払いについては、法令に基づき国民健康保険団体連合会へ委託している。 

 

２．審査支払手数料の支払い 

平成２７年度においては、下記のとおり介護保険サービスにかかる費用の請求に対する審査・支払いを国民健

康保険団体連合会へ委託し、審査・支払いに要する手数料を支払った。 

(1) 件数及び金額 

審査支払件数      １６５，００２件 

   審査支払手数料   ７，５９０，０９２円  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

サービス種別 支給件数 給付額（円） 

高額医療合算介護サービス費 ９６９ ２９, ６８０, ８５９ 

高額医療合算介護予防サービス費 １２ １１５, ６３３ 



高齢者介護予防事業                         

１．１次予防事業 

 (1)介護予防教室 

  ６５歳以上の市民を対象に住み慣れた地域で自立した生活が送れるように介護予防教室（すこやか体操教室・ 

 うつ予防教室）を保健センター、市民交流センター、三日市市民ホールで開催した。 

 委託料 1,576,800 円 

 

   高齢者の健康を維持・増進するために、健診結果や健康づくり教室参加などを記録をする健康づくり手帳を 

  １，２５０部作成した。 

   印刷製本費 99,000 円 

 

２．２次予防事業 

 平成２５年度・２６年度の２次予防対象者把握事業で把握した２次予防対象者※に通所型及び訪問型介護予防事

業を実施した。 

 

 (1) 通所型介護予防事業 

     ２次予防対象者に、住み慣れた地域で自分らしい暮らしが送りつづけられるように、２次予防教室（筋力向 

  上、栄養改善、口腔機能向上のプログラムを併せた総合教室・もの忘れ予防教室）を保健センターと三日市市 

  民ホールで開催した。 

   委託料 2,855,520 円 

 

 

 

 

 (2)訪問型介護予防事業 

   ２次予防対象者で心身の状況等のために、通所による介護予防事業への参加が困難で、訪問型介護予防事業が 

  必要な高齢者を対象に、訪問による介護予防事業を実施した。 

   報償費 600,000 円 

 

 

 

 

 

  ※ ２次予防対象者 

…要支援・要介護認定を受けていない６５歳以上の市民を対象に、基本チェックリストを実施した結果 

生活機能低下が疑われるもの。 

 

 

 

 

 

種 類 回数 参加実人数 参加延人数 

すこやか体操教室 ２２回 ２２０ ６２４ 

うつ予防教室（こころリフレッシュ教室） ４回コースを２教室 ６１ ２０５ 

種 類 回 数 参加実人数 参加延人数 

総合教室（いきいき健康アップ教室） １３回コースを３教室 ９１ １０３７ 

もの忘れ予防教室（脳げんき教室） １０回コースを１教室 ２２ １６４ 

種 類 
訪問実人員 理学療法士 

訪問延回数 

保健師 

訪問延回数 

訪問型介護予防事業 ２０ ５０ １３７ 



３．地域介護予防活動支援事業 

 (1)地域介護予防教室開催事業 

介護予防の普及啓発のため地域で介護予防事業を実施した。また、地域での自主的な体操の集いを普及する

ために、体操のＤＶＤを作成し、そのＤＶＤを使用した教室を地域で開催した。 

また、地域での介護予防のための活動を行う自主グループへの支援を行うために、情報交換や運動実技など

の交流会を実施した。 

 委託料 15,421,320 円 

  

 (2)地域リーダー養成事業 

   地域での自主的な体操のつどいを支援する介護予防ボランティア養成のための講座を開催した。 

    委託料 302,400 円 

 

 地域包括支援センター運営事業                    

１．地域包括支援センター運営事業    

包括的支援事業として、介護予防事業のケアマネジメント、介護保険外のサービスを含む高齢者や家族に対す

る総合的な相談・支援、被保険者に対する虐待の防止、早期発見等の権利擁護事業、支援困難ケースの対応など

ケアマネジャーへの支援を実施し、地域住民の心身の健康の保持と生活安定のために必要な援助を行い、保健医

療の向上・福祉の増進を包括的に支援した。     委託料 98,100,000 円 

地域包括支援センター名 担当小学校区 

河内長野市東部地域包括支援センター 千代田、長野、川上 

河内長野市中部地域包括支援センター 三日市、南花台、加賀田、石仏、天見、美加の台 

河内長野市西部地域包括支援センター 楠、小山田、天野、高向 

 

 (1) 介護予防事業のケアマネジメント 

   把握された二次予防事業対象者に対して、面接、訪問によりアセスメントを行い、適切な介護予防教室を紹 

  介した。      アセスメント件数 １２５件 

 (2) 総合相談支援事業 

   地域包括支援センターにおいて、高齢者が住み慣れた地域で安心して生活ができるよう、総合的な相談に応 

  じ、適切な保健・医療・福祉サービスの利用へ繋げるよう支援を行った。 

（相談者内訳）                                         （人） 

本人 家族  

親族 

知人 

近隣者 

介護ｻｰ

ﾋﾞｽ事

業所 

ｹｱﾏﾈ ｃｓｗ 医療機

関 

他包括 行政機

関 

民生委員

地区福祉

委員 

継続

（見守

りｹｰｽ） 

その

他 

合計 

823 943 41 69 267 37 130 20 150 52 1066 78 3676 

 

種 類 回 数 参加実人数 参加延人数 

元気アップ教室 ６２か所２７０回 １７５２ ４７９２ 

ＤＶＤを使った教室 ４回コース２教室 １０２ ２８４ 

自主グループ交流会 1 回 ２１ ２１ 

種 類 回 数 参加実人数 参加延人数 

介護予防ボランティア 

（元気アップフレンズ）養成講座 
４回コースを２教室 ５７ ２０９ 



（相談内容内訳）                                      （件） 

介護保

険制度 

介護保

険以外 

住宅改

修 

認知症

介護 

ケアプ

ラン 

疾病 

医療 

施設入

所等 

日常生

活上の

心配事 

成年後

見制度

等 

困難事

例 

その他 合計 

1598 134 267 261 7 145 107 365 176 162 454 3676 

 (3)権利擁護事業                  （件） 

虐待相談件数 64 

成年後見制度等利用相談件数 112 

 (4)包括的・継続的ケアマネジメント事業        

   地域の様々な機関や専門家との連携・協力できる体制づくり、ケアマネジャーの指導・支援などを行った。 

 関係機関との連携 
医療機関との連携回数（院内カンファレンス等への参加を含む） 161 回 

その他の関係機関との連携回数（事例検討や情報共有を行なう会等） 457 回 

介護支援専門員に対

する個別支援 

個別事例に対するサービス担当者会議の開催支援  25 回 

個別事例に対する地域ケア会議の開催  28 回 

質の向上のための研修の回数   9 回 

ケアマネジメントの指導の回数（ケアプラン作成指導等） 136 回 

 

２．地域包括支援センター法律支援事業 

 地域包括支援センターがおこなう総合相談事業や権利擁護事業の業務のうち、その解決に法律の知識を要するも 

のについて、弁護士による適切な助言及び指導を受けながら、適切かつ迅速に対応することができるよう、月１回 

の定例相談会と随時の電話相談を実施した。 

  委託料 648,000 円    相談員 大阪弁護士会所属弁護士 

 

地域連携推進事業                             

１．地域連携推進事業 

 医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けることができるよう、

地域における医療・介護・福祉の連携を進めるため、いきいき介護フェスタ、研修会を開催し、医療と介護の連携

資源マップを作成した。 

 【いきいき介護フェスタ】医療・介護関係機関が連携し、健康や介護に関する啓発イベントを実施 

             平成 27 年 9月 13 日 参加者数 450 人    委託料 205,198 円  

 【研修会】開催回数 2 回 参加者延人数 183 人     報償費 30,000 円 

 【医療・介護連携資源マップ】医療と介護が連携しやすいように、医科・歯科・薬局・介護保険事業所の所在地、 

               連絡先等を載せた冊子とマップを社会福祉協議会に委託し作成した。 

               関係機関用冊子 400 冊 市民配布用マップ 3,000 枚  

               委託料 1,000,000 円 

家族介護支援事業                              

１．家族介護支援事業 

家族介護者の精神的負担を軽減し、心身の健康を保持することで虐待等を未然に防ぐとともに、良好な介護環境

を保ち在宅介護が維持できるように、介護技術の習得や腰痛予防体操及び交流会等を行う「いきいき介護教室」を、

地域包括支援センターに事業委託し、毎月１回保健センターにて開催した。また、各地域にて家族介護者の交流会

を目的とした「ミニサロン」を開催した。 

   委託料 206,000 円 

 



【いきいき介護教室】 

開催回数   6 回   参加者延べ人数 57 人 

【ミニサロン】 

開催回数  10 回   参加者延べ人数 29 人 

 ※いきいき介護教室及びミニサロンの開催内容をまとめた「いきいき通信」を毎回発行し、家族介護者等に配布 

  した。 

 

２．徘徊高齢者家族支援事業 

 認知症高齢者が徘徊し行方不明となった場合に、家族等からの要請により、介護保険事業所や医療機関、公共交

通機関等の協力機関や近隣市町村に不明者情報を提供し、徘徊高齢者の早期発見と安全確保を目指す「徘徊高齢者

ＳＯＳネットワーク」を構築し実施した。また、事前登録者には保護された際に速やかに身元確認ができるよう「早

期発見ステッカー」を作成し配布した。 

  情報発信 9件    事前登録者数 84 人    協力機関 230 ヵ所 

 

３．認知症高齢者支援事業 

認知症になってもいつまでも住み慣れた河内長野市で暮らしていくことができるように、認知症の人や家族を支

援する仕組みづくりを進めた。  

(1)認知症サポーター養成講座 

 認知症について正しく理解してもらい、認知症になっても安心して暮らし続けられるまちづくりを実現する 

ため、認知症サポーター※養成講座を 37 回開催するとともに、子どものうちから認知症について理解し高齢 

者に優しく接することを目的に、小学校 3年生～6年生を対象として認知症キッズサポーター養成講座を 2回 

開催し、1,152 人が参加した。（小学生 75 人含む。）  

  また、認知症サポーターステップアップ講座を 1回開催し、48 人が参加した。 

  

※認知症サポーター 

  国の認知症キャンペーンの一環で養成しており、認知症のことを正しく 

   理解し、偏見をもたず、認知症の人や家族を温かく見守り支援する人。 

 

(2)認知症フォーラム 

認知症について広く啓発することを目的に、平成 27 年 12 月 6日、キックスイベントホールで「いつまでもこ

ころ豊かにこのまちで」をテーマに認知症フォーラムを開催し、155 人が参加した。 

 【内容】１）講演 『認知症と共によりよく生きるために今、私たちができること』 講師 大谷 るみ子 氏 

      ２）認知症当事者と家族の話 

 

(3)認知症コーディネーター事業 

  認知症の啓発や認知症ケアの向上を目的として、認知症コーディネーター養成研修兼スキルアップ研修を実施

した。認知症コーディネーター主催で認知症カフェ等の企画・運営や専門職研修を実施した。 

  認知症コーディネーター養成研修兼スキルアップ研修修了者数 30 人     報償費 230,000 円 

 

 【活動】１）定例会議 月に１回 

     ２）専門職研修の企画・開催（キックス 大会議室） 

       開催回数 2 回   参加延人数 109 人 

     ３）認知症徘徊高齢者ＳＯＳネットワーク模擬訓練 

        楠翠台で、介護保険の専門職や地域の人がそれぞれ認知症の人、家族、地域の人になり、認知症

の人が行方不明になったという設定でネットワークを利用して模擬訓練を行った。 



 (4)認知症パートナー養成講座 

   認知症の啓発や、認知症カフェや介護保険施設などで活動するボランティアとして活動する認知症パートナ 

  ーを養成した。認知症カフェや施設のボランティアとして活動している。   報償費 40,000 円 

 

 

４．認知症地域支援推進員配置事業 

 認知症になってもいつまでもこころ豊かにこのまちで住み続けられるよう、認知症高齢者やその家族の総合 

的・継続的支援体制の構築を推進するため、認知症地域支援推進員を 1名配置した。 

  委託料 2,400,000 円 

 

地域高齢者支援事業                             

１．配食サービス事業 

「食」に関して支援が必要になったひとり暮らし高齢者（昼間独居の高齢者も含む）や、高齢者のみの世帯の人

に対し、地域担当のデイサービスセンター等職員が自宅を訪問し、心身の状況、生活環境等を把握しながら食関連

サービスの利用調整を定期的に行い、配食サービスを訪問実施することにより、食生活の安定と改善をとおして健

康の維持向上及び高齢者の安否確認を行った。 

 配食食器購入  33,940 円  委託料 7,596,410 円 

委 託 先 登録者数※（人） 配食数（食） 委託料（円） 

（福）博光福祉会 

寿里苑ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ 
87 7,185 2,257,350 

（福）長野社会福祉事業財団 

ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰふれあいの丘 
81 4,860 1,552,600 

（福）天聖会 

老人ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ翠浩苑 
44 4,258 1,395,980 

（福）楠黄福祉会 

ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ泰昌園 
41 2,915 909,650 

（福）博光福祉会 

寿里苑加賀田ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ 
54 4,091 1,290,210 

（福）天照会 

さくら苑 
0 130 40,300 

（株）シニアライフクリエイト 

   宅配クック 123 南河内店 
11 472 150,320 

計 318 23,911 7,596,410 

                                    （※H28.3.31 現在） 

 

２．成年後見制度利用支援事業 

 今年度、後見人等への報酬助成の申請は無かったが、認知症等により判断能力が不十分な高齢者の成年後見制度

の利用を促進するため、地域包括支援センターと連携し介護支援専門員向けに研修会を開催した。 

 ・「成年後見制度研修会」（平成２７年６月１９日開催）  参加者数 ５７名 

 ・「成年後見制度継続研修」（平成２７年１０月１６日開催）  参加者数 ４２名 

 

３．住宅改修指導事業 

高齢者が住宅の改修を行う際、安全に生活できるよう、作業療法士による住宅改修に関する助言、指導、相談を 

行った。   相談実施件数 5 件    報償費 175,000 円 

種 類 回 数 参加実人数 参加延人数 

認知症パートナー養成講座 4 回コースを 1クール 13 52 



介護保険任意事業                          

１．介護給付等適正化事業 

  利用者に対する適切な介護サービスを確保するとともに、不適切な給付を削減することを通じ、介護保険制度

の信頼感を高め、介護給付費の増大を抑制して持続可能な介護保険制度の構築に資することを目的として、事業

ごとに点検・調査等を行った。 

 

適正化事業 実施内容 

①要介護認定の適正化 更新及び区分変更申請全件点検実施 5,137 件、認定調査員研修実施 

②ケアプラン点検 点検件数 117 件 点検結果に基づく研修会 2回 

③住宅改修の適正化 申請件数 653 件、工事完了後調査 31 件 

④福祉用具購入・貸与調査 購入件数 565 件、貸与内容確認件数 356 件 

⑤医療情報の突合 対象件数 113 件、過誤申立て件数 15 件、過誤金額 1,257,503 円 

⑥縦覧点検 毎月点検、過誤申立て件数 63 件、過誤金額 387,120 円 

⑦介護給付費通知 通知件数 年３回、通知人数 15,077 名 

⑧給付実績の活用 事業所への照会件数 29 件 

 

２．介護保険相談員派遣事業 

介護保険サービスの質的な向上を目的として、介護保険相談員が定期的（各施設などに月に 2回程度）に介護

サービス提供の場を訪れ、利用者と事業者との橋渡し役となって、利用者の疑問や不安・不満に対応し、サービ

スの改善を図った。 

 

相談員登録者数  ２３人         派遣先数  ３５箇所 

事業所名 サービス種別 相談員 曜日 時間 

寿里苑 特養・通所介護・短期入所生活介護 ２名 第１・３月 10:00～12:00 

ふれあいの丘 特養・通所介護・短期入所生活介護 ４名 第１・３木 10:00～12:00 

慈恵園希望の丘 特養・認知症対応型通所介護・短期入所生活介護 ３名 第１・３火 10:00～12:00 

あかしあ 老健・通所リハビリテーション ３名 第２木・４金 14:00～16:00 

てらもと総合福祉センター 老健・通所リハビリテーション ２名 第１・３水 14:00～16:00 

生登福祉ケアセンター 特養・通所介護・短期入所生活介護 ４名 第２・４金 14:00～16:00 

泰昌園 特養・通所介護・短期入所生活介護 ２名 第２・４金 14:00～16:00 

寿里苑フェリス 老健・通所リハビリテーション・認知症対応型共同生活介護 ２名 第１・３火 14:00～16:00 

オーパス 特定施設入居者生活介護 ２名 第１・３水 13:30～15:30 

翠浩苑 通所介護 ２名 第１・３水 13:30～15:30 

くみのき苑 千寿 認知症対応型共同生活介護・通所介護・小規模多機能 ３名 第１・３月 14:00～16:00 

クローバーの丘 地域密着型特養・通所介護・短期入所生活介護 ２名 第 1・３金 10:00～12:00 

美加の台生登福祉ケアセンター 地域密着型特養・短期入所生活介護 ２名 第２・４月 14:00～16:00 

寿里苑フルール 地域密着型特養・通所介護・短期入所生活介護 ２名 第２・４火 14:00～16:00 

 

 

 



３．住宅改修支援事業 

居宅介護支援の提供を受けていない要介護者等に対して、介護支援専門員等介護保険の住宅改修について専門

性があると認められる者が、居宅介護住宅改修費又は介護予防住宅改修費の支給の申請に係る理由書を作成した

場合について、１件につき２千円の補助を行った。 

  

・支給件数及び補助金額 

 

 

 

 

 

介護給付費準備基金積立金                      

１．介護給付費準備基金 

介護給付費準備基金は、介護保険事業における保険給付の増加などによる財政需要に対応し、介護保険財政の

年度間の均衡を保つことを目的として設置している。 

介護保険の給付に要する費用に不足が生じた場合は、これを財源として取り崩して介護保険特別会計歳入に繰

り入れ、剰余金が生じた場合は、同基金への積み立てを行い、計画期間中の財政運営を確保する他、次期計画期

間における保険料の軽減化に充てる。 

 

２．介護給付費準備基金への積み立て 

第６期介護保険事業計画期間（平成 27～29 年度）においては、介護保険料の上昇を抑えるため、第５期介護保

険事業計画期間（平成 24～26 年度）に生じた剰余金を充当することとしていたが、施設等の整備時期が計画より

も遅くなったことなどから、平成 27 年度においては剰余金が生じ、介護給付費準備基金への積み立てを行った。 

 

(1) 介護給付費準備基金の状況 

   

区  分 金額（円） 内  訳 

平成 26 年度末基金現在高 ① 192,939,520   

平成 27 年度基金積立金  ② 4,043,231 

平成 26年度決算剰余金     37,062,687円 

介護給付費準備基金利子       854,579円 

国・府・支払基金精算金    △33,874,035 円 

平成 27 年度末基金現在高（①＋②） 196,982,751   

 

償還金                                    

１．償還金の内容 

国や大阪府、社会保険診療支払基金から受ける介護給付費負担金、介護給付費交付金、地域支援事業交付金に

ついては、決算見込額に基づき当該年度に交付され、決算額確定後の翌年度において、精算を行う仕組みとなっ

ている。 

 

 

 

作成者 支給件数 補助金額（円） 

介護支援専門員 ３０ ６０，０００ 

福祉住環境コーディネーター ２７ ５４，０００ 

合計      ５７ １１４，０００ 



２．介護給付費負担金等の精算 

平成２６年度で交付を受けた介護給付費負担金および介護給付費交付金について精算を行った。 

（単位 円） 

 所要額 受入済額 精算額 備考 

国庫負担金 1,575,906,008 1,601,868,555 △25,962,547 返還 

府費負担金 1,191,700,512 1,211,844,621 △20,144,109 返還 

支払基金交付金 2,469,556,589 2,459,971,000 9,585,589 追加交付 

 

３．地域支援事業費交付金の精算 

平成２６年度で交付を受けた地域支援事業費交付金について精算を行った。 

（単位 円） 

 所要額 受入済額 精算額 備考 

国交付金 45,055,772 43,277,903 1,777,869 追加交付 

府交付金 22,527,885 21,638,951 888,934 追加交付 

支払基金交付金 9,249,229 9,269,000 △19,771 返還 

 

 

 

 

 

 

 


